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はじめに

1

○女性活躍は全ての分野で重要な課題です。農協について政府は役員の女性割合を
2025年度までに１０％（早期）、更に１５％にすることを目指しています。

○ＪＡ福岡中央会では、女性理事の登用目標（１５％）の達成に向け、地域選出の
女性理事を増加する取り組みの検討を今後の対応方策として示されています。

○こうした動きがある中で、ＪＡみなみ筑後は地域から女性理事を選出する新たな
仕組みを決定されました。この結果、理事の女性割合は２０％に拡大します。

○九州農政局福岡県拠点は、同ＪＡの御協力を得て新たな仕組みの導入プロセス、
実現要因等を取材し、女性活躍に取り組むＪＡ役職員皆様の参考となるよう整理
いたしました。 今後の対応方策の検討に御活用ください。



１．ＪＡみなみ筑後の概要

２

管内の市町 みやま市、大牟田市

主な取扱い
産品

米・麦・大豆
なす・みかん・セロリ・いちご・ぶどう など

正組合員数 4,726 人 ( 女性1,033 人、女性比率22 ％ )

総代数 500 人 ( 女性 86 人、女性比率17 ％ )

役員数
理事 25人 (女性 ２人、女性比率８% )
監事 5人 (女性 ０人） 出典：農林水産統計、農林業センサス

※農業従事者数は、農業に60日以上従事した
世帯員、役員・構成員(経営主を含む)数

福岡県

(令和4年3月31日現在)

現行の役員選出方法

地区推薦：理事25人・監事５人
管内４地区から各地区毎の申し合わせ事項
に基づき正組合員から候補者を選出

女性部推薦：理事２人
全地区の女性部員から候補者を選出

学識経験（常勤）推薦：理事３人・監事１人
全地区から候補者を選出

耕地面積 5,120 ha（2021年）
農業産出額 1,166千万円（2020年）
農業従事者数※ 2,730 人(2020年）

( 男性1,648人、女性1,082人 )

ＪＡ管内の農業概況

JAみなみ筑後

候補者の推薦

役員選任
推薦会議

総代会
役員
選任

推薦委員
の選任



３

２．地域から女性理事を選出する新たな仕組みの導入決定までのプロセス

年 月 取 組 内 容 ・ 結 果

令和２年度
後半～

・総務部長が「女性のJA運営参画３目標」の達成を目指し、総務部長補佐（当時、JA福岡
中央会から出向）からアドバイスを受け検討開始
→先ずは総代の女性割合を増加させる提案の検討に着手

令和３年４月 【理事会】
【常勤理事会】随時

・総代定数の見直しを協議
平成７年合併当時から正組合員が40 ％減少する一方で、全総代定数は平成８年から変
わっておらず、正組合員の減少により、部会員数の減少及び選出母体である農事組合
の解散が進み、総代の選出が難しくなってきている
総務部長から総代定数を520 →500 名とすることを提案
※ 農協法第48条：総代定数は「その選挙時における正組合員の総数の5分の1（その

総数が2,500人を超える組合にあっては、500人）以上でなければならない）と規
定されている

令和３年５月 【組合員説明会】 ・組合員に対し、総代定数を減員する方向であることを説明

令和３年５月 【理事会】 ・「定款附属書総代選挙規程」の一部変更（令和3年11月 総代選挙から適用）を付議
→承認

令和３年６月 【総代会】

【理事会】
【常勤理事会】随時

・「定款」の一部変更（令和3年11月 総代選挙から適用）を付議 →承認
【付録5-1参照】

・「定款附属書総代選挙規程」の一部変更（令和3年11月 総代選挙から適用）を付議
→承認 【付録5-2参照】

・総代選出基準の見直しを協議 【付録5-3参照】
総務部長から以下の取組により女性割合を増加させることを提案
① 先の総代会での承認をもって、総代の定数（分母）は500名となった
② その上で、女性の総代割合16% を達成できるよう、女性総代の定数（分子）を80

名に設定
③ ②から現在の女性部枠57名を差し引いた23名に「部会女性部枠」と「農事組合女

性枠」を新たに設定



４

２．地域から女性理事を選出する新たな仕組みの導入決定までのプロセス〈続き1〉

年 月 取 組 内 容 ・ 結 果

令和３年７月 【農事組合長会】 ・総代定数の見直しを報告

令和３年８月 【部長会】

【総代選挙関係部署
会議】

【常勤理事会】

・地区別・組織（選出区分）別の総代定数の割り振りを協議
※ 農事組合は、地区別に正組合員数15名に対して総代1名の割合で割り振り
※ 23名の「部会女性部枠」と「農事組合女性枠」の総代を地区別・組織別に割り振り
（部会女性部枠は女性部がある部会に対して、概ね、部会総代数の3名に1名の割合で設定）

・地区別・組織（選出区分）別の総代定数を報告

・理事定数見直しを協議
総務部長から以下の取組により女性割合を増加させることを提案
① 平成７年合併当時から正組合員が40 ％減少する一方で理事定数は平成８年と比べ

てほぼ変わっていないこと、県内20JA及び久留米地区９JAにおける「地区選出理
事１名に対する正組合員数」の平均値※と比べて当JAの地区選出理事１名に対する
正組合員数が極端に少ないことから、これを久留米地区９JAの平均値に近づける

※ 県内20JA平均331名 久留米地区９JA平均329名 JAみなみ筑後235名
② ①に伴う全体役員数（分母）の削減と同時に女性役員（分子）を増やす

令和３年10月 【総務委員会】
【常勤理事会】随時
【監事会】

【理事会】

・役員定数の見直し及び役員定年制の導入を協議

・監事定数の見直しを協議

・監事定数見直しの協議内容を報告
・理事定数の見直し及び役員定年制の導入を協議

① 理事定数の変更（25→20：地区選出理事数を削減）
② 女性部からの推薦人数の変更（2→3）
③ 地区選出役員は就任する日の属する年の４月１日現在で満年齢73歳未満 等

→女性部からの推薦人数の変更には、男性理事から「JA管内は４地区あるが３名となれ
ば選考が難しくなる。各地区から１名ずつ選出させることは考えないのか」 との意見



５

２．地域から女性理事を選出する新たな仕組みの導入決定までのプロセス〈続き２〉

年 月 取 組 内 容 ・ 結 果

令和３年11月 【女性部本部役員会】

【総務委員会】

【理事会】

【総代選挙】

・女性理事定数見直しを協議
総務部長から、現在の女性部枠２名を３名に増員を当初考えていたが、理事からの
意見により地区選出枠に各地区１名ずつ( 計４名) の女性枠を設けての増員としても良
いかと提案
→以前から女性役員の増員要望があり、女性部のほとんどが賛成

・次の理事会で協議される、役員定数の見直し及び役員定年制の導入について内容確認
① 理事定数の変更（25→20：地区選出理事数を削減）
② 女性理事数の変更

案１「女性部からの推薦人数2→3」、案２「地区選出枠に各地区１名ずつ(計４
名)の女性枠を設ける」 の２つを提案

③ 地区選出役員は就任する日の属する年の４月１日現在で満年齢73歳未満 等

・役員定数の見直し及び役員定年制の導入を協議 【付録5-4参照】
① 理事定数の変更（25→20：地区選出理事数を削減）
② 女性理事数の変更

案１「女性部からの推薦人数2→3」、案２「地区選出枠に各地区１名ずつ(計４
名)の女性枠を設ける」を提案し協議の結果、「地区選出枠に各地区１名ずつ(計
４名)の女性枠を設ける」案とする

③ 地区選出役員は就任する日の属する年の４月１日現在で満年齢73歳未満 等

・総代選挙の結果、女性総代の割合は17 ％に増大（86 名/500 名）

令和３年12月 【理事会】 ・役員定数の見直し及び役員定年制の導入を付議 →承認
① 理事定数の変更（25→20：地区選出理事数を削減）
② 女性理事数の変更 (地区選出枠に各地区１名ずつ(計４名)の女性枠を設ける)
③地区選出役員は就任する日の属する年の４月１日現在で満年齢73歳未満 等

→理事定数の変更には、「地区選出理事を減らすなら学識経験理事も減らすべき」
「地区から選出しており末端の組合員の意見が反映しにくくなる」等反対意見もあり

→女性理事数の変更について反対意見なし
→役員定年制の導入には反対意見なし



６

２．地域から女性理事を選出する新たな仕組みの導入決定までのプロセス〈続き２〉

年 月 取 組 内 容 ・ 結 果

令和４年１月
～

・役員定数の見直し案に対する一部の理事からの反対は、当該理事の個人的な事情に関係
することもあり、組合長と専務２名で全理事のところへ出向き各理事の意見を聴収

令和４年３月 【組合員説明会】 ・組合員に対して、役員定数の見直しを行い、女性理事を各地区から１名ずつ(計４名)選
出する方向であること等を説明

令和４年４月 【理事会】 ・「役員選任推薦会議細則」一部改正（令和５年６月 役員選任推薦会議から適用）を付議
→承認

令和４年６月 【総代会】 ・「定款」の一部変更（令和５年６月 役員選任から適用）を付議 →承認
【付録5-5参照】

・「定款附属書役員選任規程」の一部変更（令和５年６月 役員選任推薦会議から適用）を
付議 →承認 【付録5-6参照】

・「役員選任推薦会議細則」一部改正（令和５年６月 役員選任推薦会議から適用）を付議
→承認 【付録5-7参照】



３．ＪＡみなみ筑後 次期改選以降の役員の選出方法

７

役員定数 理 事 監 事

２５ ５

現 在

理 事 監 事

２０ ４

次期改選（令和５年６月）以降

定款を改正

役員選任
推薦会議

推薦委員の
地区・組織
別選出定数

定款附属書役
員選任規程を
改正

地区・組織 地区の範囲 推薦委員数

Ａ地区 ○市○町 ７

Ｂ地区 ○市○町 ３

Ｃ地区 ○市○町 ７

Ｄ地区 ○市 ７

女性部 全地区 ２

合 計 ２６

地区・組織 地区の範囲 推薦委員数

Ａ地区 ○市○町 ６

Ｂ地区 ○市○町 ３

Ｃ地区 ○市○町 ６

Ｄ地区 ○市 ６

合 計 ２１



３．ＪＡみなみ筑後 次期改選以降の役員の選出方法〈続き〉

８

役員
地区・組織
別選出定数

地区・組織 理 事 監 事

Ａ地区 ６ １

Ｂ地区 ２ １

Ｃ地区 ６ １

Ｄ地区 ６ １

女性部( 全地区) ２

学識経験(全地区) ３ １

合 計 ２５ ５

・地区別の理事定数のうち１名以上は女性

現 在次期改選（令和５年６月）以降

地区・組織 理 事 監 事

Ａ地区 ５

２
Ｂ地区 ２

Ｃ地区 ５

Ｄ地区 ５

削 除

学識経験(全地区) ３ １

員外監事 １

合 計 ２０ ４

女性理事の割合：8％女性理事の割合：20 ％

役員選任推薦
会議細則を改
正

役員定年
・学識経験理事は現行どおり
・その他の役員は就任（再選による就任を

含む）する日の属する年の４月１日現在
において、満年齢73 歳未満

・学識経験役員は、就任する日の属する年
の４月１日現在において、満年齢65未満
（ただし、学識経験監事は監事会が認め
た場合、この限りでない）



９

（参考）ＪＡみなみ筑後 次期改選以降の総代の選出方法

令和３年１１月 総代会前令和３年１１月 総代会後

選出区分別
総代定数

選出区分

総 数

うち
女性枠

農事組合 ３３２

青年部 １２

女性部 ５７ ５７

農事組合法人 ２８

部会 ９１

合 計 ５２０ ５７

女性総代枠の割合：１１％

選出区分

総 数

うち
女性枠

農事組合 ３１４ １３

青年部 １２

女性部 ５７ ５７

農事組合法人 ２９

部会 ８８ １０

合 計 ５００ ８０

女性総代枠の割合：１６％

① 先ず、現在の正組合員数の規模に
あわせて、総代の定数（分母）を
削減

② その上で、女性の総代割合16%を
達成できるよう、女性総代の定数

（分子）を80名に設定
③ ②から現在の女性部枠57名を差し

引いた23名に、「部会女性部枠」
と「農事組合枠」を新たに設定

総代選出基準
を改正



１．ＪＡの事業運営は、男性の視点にない、女性ならではの意見をＪＡの事業運営の中でしっかり
と反映させていくことが、必要不可欠かつ重要視されることを、役職員ともに認識しておくこと
が基本。これを以下の取組により実現。

① 組合長を筆頭とした常勤役員及び幹部職員の意思統一とリーダーシップによる
牽引

② 理事全員に対する、「女性の運営参画が必要であること」の理解を得るための
働きかけ

２．共通認識の醸成にあわせて、地域から女性理事を選出する提案に対するすべての関係者の合意
取得を以下の取組により実現。

③ 理事及び組合員に対し説得できる根拠資料を準備し、段階的に説明を実施
→自JAの事情（現在の役員定数が他JAと比べ正組合員の比率等からみて妥当かどうか、地理的な問題も含め

地区割人数等がある程度平等性があるのか 等）を把握し、その状況をできるだけ数値化した資料を作成した。
その資料を使用し、先ずは理事及び職員に説明し、次段階として組合員に説明することで理解を得ていった。

④ 女性部役員の理解（総意）が得られる選出方法を選択
→新たな選出方法は、女性部枠にとらわれない形となるため、先ずは女性部の理解を得た。

女性部は以前から女性理事の増員を要望していたこともあり、賛成意見がほとんどであった。

ỆḰ

10



５．付録資料

11

《総代の定数等見直し》
１．定款の改正新旧対照表（抜粋）

２．定款附属書総代選挙規程の改正新旧対照表（抜粋）

３．総代選出基準について（抜粋）【令和３年６月29日 理事会協議事項として説明に用いた資料】

《役員の定数等見直し》
４．役員定数の見直しについて（抜粋）【令和3年11月25日 理事会協議事項として説明に用いた資料】

５．定款の改正新旧対照表（抜粋）

６．定款附属書役員選任規程の改正新旧対照表（抜粋）

７．役員選任推薦会議細則の改正新旧対照表 （抜粋）



５－１．定款の一部改正（抜粋）

12

新 旧

(総代会)

第52条 この組合は、総会に代わるべき総代会を設けるものとする。
④ 総代の定数は、500人とする。

附則：この定款の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生じ
る。

(総代会)

第52条 この組合は、総会に代わるべき総代会を設けるものとする。
④ 総代の定数は、520人とする。

５－２．定款附属書総代選挙規程の一部改正 （抜粋）

新 旧

(選挙区等)
第３条 総代の選挙は、選挙区ごとに行う。
② 総代の選挙区及び各選挙区の総代の定数は、別表のとおりとす
る。

別 表

(選挙区等)
第３条 総代の選挙は、選挙区ごとに行う。
② 総代の選挙区及び各選挙区の総代の定数は、別表のとおりとす
る。

別 表

地区の名称 地区の範囲 総代の数

Ａ地区 ○市○町 １６２

Ｂ地区 ○市○町 ６４

Ｃ地区 ○市○町 １３９

Ｄ地区 ○市 １３５

合 計 ５００

附則：この定款の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生じ
る。

地区の名称 地区の範囲 総代の数

Ａ地区 ○市○町 １６０

Ｂ地区 ○市○町 ６５

Ｃ地区 ○市○町 １５５

Ｄ地区 ○市 １４０

合 計 ５２０



令和３年6月29日 理事会協議事項

２．総代定数
令和３年６月25日開催の第26回通常総代会において、総代定数を520人から500人に変更しており、合わせて選挙区毎の

総代数も、令和３年３月31日現在の正組合員数に応じて見直している。

３．総代選出基準について
基本的には、前回（H30）同様、平成18年に総代選出基準検討委員会（理事会の諮問機関）で決定された申し合わせに基

づき、選出する。

① 農事組合は、地区正組合員数15名に対して１名の割合で設定

② 地区毎の総代定数から、①の定数を差し引いた残余人数を各組織から選出
◆ 農事組合法人は地区別の法人数を定数として設定
◆ 青年部・女性部は平成27年度採用した基準を地区別の定数として設定

ただし、ＪＡグループ福岡中期方針における女性運営参画目標（総代総数に占める女性総代割合15％以上）を達成するた
め、以下の基準を追加する。

① 女性総代定数を80名（女性総代割合16％）に設定する。
※ なお、正組合員に占める女性正組合員割合は19.6％（令和３年３月31日現在）

【ＪＡグループ福岡の女性正組合員割合目標は30％】
② 上記①から、女性部枠57名（H30同様）を差し引いた23名については、部会女性部枠と農事組合枠を新たに設定す
る。

ệṨễḰ ṕ Ṗ

13

地区の名称 地区の範囲 総代の数

Ａ地区 ○市○町 １６２

Ｂ地区 ○市○町 ６４

Ｃ地区 ○市○町 １３９

Ｄ地区 ○市 １３５

合 計 ５００



③ 部会女性部枠については、女性部がある部会に対して、地区毎に部会枠の内数として定数を設定する。

(概ね３名に１名の割合を想定)
④ 農事組合については、③の部会女性部枠数を除いた人数に女性正組合員総数に占める各地区割合（令和３年３月31日
現在）を乗じた人数を、農事組合総数の内数として定数を設定する。

ệṨễḰ ṕ Ṗ〈続き〉
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Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 合 計

女性正組合員数 239 81 200 399 919

(割合) (26.0%) (8.8%) (21.8%) (43.4%)

女性総代定数 22 11 19 28 80

うち 女性部 15 8 13 21 57

うち 部会女性部 4 2 3 1 10

うち 農事組合 3 1 3 6 13

参考 (H30)

女性総代 (女性部) 15 8 13 21 57



令和３年11月25日 理事会協議事項Ⅰ.理事定数の見直し
１．見直しの背景・理由

（１）正組合員数の減少
平成7年合併当初の正組合員数は7,730名であったが、令和2年度末の正組合員数は4,696名である。25年間で3,034名と

大幅に減少（減少率40％）しているが、理事定数は合併翌年のＨ8年と比べてみてもほぼ変わらない。

（２）福岡県における女性のＪＡ運営参画３目標の達成
女性の活躍推進と組織活性化を図ることを目的とした「第5次男女共同参画基本計画」に基づき設定された本県における

女性のＪＡ運営参画3目標は、女性理事割合：15％以上、女性正組合員割合：30％以上、女性総代割合：15％以上であり、
その達成を目指す。

２．見直し案
（１）算定根拠

① 県内20ＪＡにおける地区選出理事１名に対する正組合員数の平均値を基礎とし理事数を算出する。
※ 県下20ＪＡの平均は331名、久留米地区9ＪＡの平均は329名であるため、330 名を基礎とする。
※ 理事のうち、学識経験理事数は各JAで異なることと、女性理事は現行全地区からの選出であるので、算出時点で

は除くこととする。
② 全理事に対する女性理事の割合が15 ％以上となるよう、女性理事定数を増員する。

（２）見直し後の定数
【現在】

ệṨỆḰ ṕ Ṗ
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理事定数

地区選出
全地区

(女性部)
学識経験
(常勤)

合 計
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 合 計

６ ２ ６ ６ ２０ ２ ３ ２５

正組合員数 1,523 599 1,305 1,269 4,696 － － －

理事1名当たり
の正組合員数

254 300 218 212 235 － － －

女性理事割合 － － － － － 8.0％ － －



【見直し案１】

正組合員総数を330名で除した場合には地区選出理事は約14名と算出される。
女性理事割合15％以上とするため、全地区（女性部）を1名増員する。

【見直し案２】

正組合員総数を330名で除した場合の地区選出理事14名以内で算出したうえで、女性理事割合15％以上とするため
に、地区選出枠に各地区1名ずつの女性枠を設ける。その代わりに、全地区（女性部）は廃止する。

ệṨỆḰ ṕ Ṗ 〈続き1〉
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理事定数

地区選出
全地区

(女性部)
学識経験
(常勤)

合 計
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 合 計

４ ２ ４ ４ １４ ３ ３ ２０

理事1名当たり
の正組合員数

381 300 326 317 335 － － －

女性理事割合 － － － － － 15.0 ％ － －

理事定数①
【組合員割】

地区選出 全地区
(女性部)

学識経験
(常勤)

合 計
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 合 計

４ １ ４ ４ １３ ３ １６

理事1名当たり
の正組合員数

381 599 326 317 361 － － －

理事定数②
【女性】

１ １ １ １ ４ － － ４

理事定数合計
【①＋②】

５ ２ ５ ５ １７ － ３ ２０

女性理事割合 20.0 ％ － －



（３）定款・規程等への変更・改正
① 定款

・理事定数の変更

② 定款附属書役員選任規程
・推薦委員定数（別表）の改正

③ 役員選任推薦会議細則
・推薦委員定数（別表１）の改正
・理事定数（別表２）の改正

（４）施行時期
令和5年6月総代会の役員改選から適用する

17

ệṨỆḰ ṕ Ṗ〈続き２〉

メリット デメリット

見直し案１ ・女性理事割合がかろうじて達成される ・女性部における選出が困難になる
・女性部以外の女性正組合員の意見が反

映されにくい

見直し案２ ・女性理事割合が県下でもトップクラス
になる。

・広い範囲（女性正組合員全般）から適
任者を選任することができる

・県下全てのＪＡで設けられている女性
部枠が撤廃されることになる

・各地区における女性理事選任が確実に
可能なのかに懸念がある

β



５－５．定款の一部改正（抜粋）

18

新 旧

(役員の定数)

第29条 この組合に、役員として理事20人及び監事４人を置く。

附則：この定款の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生じ、
令和５年６月の役員選任より適用する。

(役員の定数)

第29条 この組合に、役員として理事25人及び監事５人を置く。

５－６．定款附属書役員選任規程の一部改正 （抜粋）

新 旧

(選任議案)
第４条 役員の選任に関する議案は、組合長がこれを総会に提出す

る。
③ 前項の推薦会議は、別表に掲げる地区・組織ごとに、その地

区・組織に属する正組合員を代表する者として選ばれた同表に掲
げる人数の正組合員をもって構成する。

(削除)

別 表

(選任議案)
第４条 役員の選任に関する議案は、組合長がこれを総会に提出す

る。
③ 前項の推薦会議は、別表に掲げる地区・組織ごとに、その地

区・組織に属する正組合員を代表する者として選ばれた同表に掲
げる人数の正組合員をもって構成する。

④ 前項の規程にかかわらず別表に定める女性部を代表する者とし
て選出された委員は、正組合員と同一の世帯に属する者をもって
あてることができる。

別 表

地区・組織
の名称

地区の範囲 推薦委員数

Ａ地区 ○市○町 ７

Ｂ地区 ○市○町 ３

Ｃ地区 ○市○町 ７

Ｄ地区 ○市 ７

女性部 全地区 ２

合 計 ２６

地区・組織
の名称

地区の範囲 推薦委員数

Ａ地区 ○市○町 ６

Ｂ地区 ○市○町 ３

Ｃ地区 ○市○町 ６

Ｄ地区 ○市 ６

合 計 ２１

附則：この規程の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生じ、
令和５年６月の役員選任に係る役員選任推薦会議より適用する。



５－７．役員選任推薦会議細則の一部改正 （抜粋）

19

新 旧

第２条 推薦会議委員は別表１で定める地区（削除）ごとに次の者
が選出する。

１ 地区･･･当該地区内に住所を有するこの組合の正組合員
（削除）

第５条 推薦会議の議長は、委員の互選による。
② 議長は別表２に定めた地区・組織の推薦を受けた候補者が推薦

された時点において、組合長に対し当該候補者が第４条第１号か
ら第７号に定めた欠格事由に該当していないかを書面により確認
する。

⑥ 別表２に定める候補者の推薦については、別紙１の各地区にお
ける「役員候補者推薦申し合わせ」に基づき行うこととする。

別表 １

第２条 推薦会議委員は別表１で定める地区・組織ごとに次の者が
選出する。

１ 地区･･･当該地区内に住所を有するこの組合の正組合員
２ 組織･･･当該組織に属する者

第５条 推薦会議の議長は、委員の互選による。
② 議長は別表２に定めた地区・組織の推薦を受けた候補者が推薦

された時点において、組合長に対し当該候補者が第４条第１号か
ら第７号に定めた欠格事由に該当していないかを書面により確認
する。

(追加)

別表 １

地区・組織
の名称

地区の範囲 推薦委員数

Ａ地区 ○市○町 ６

Ｂ地区 ○市○町 ３

Ｃ地区 ○市○町 ６

Ｄ地区 ○市 ６

合 計 ２１

地区・組織
の名称

地区の範囲 推薦委員数

Ａ地区 ○市○町 ７

Ｂ地区 ○市○町 ３

Ｃ地区 ○市○町 ７

Ｄ地区 ○市 ７

女性部 全地区 ２

合 計 ２６



５－７．役員選任推薦会議細則の一部改正（抜粋）〈続き１〉

地区・組織
の名称

地区の範囲 理 事 監 事

Ａ地区 ○市○町 ５

２
Ｂ地区 ○市○町 ２

Ｃ地区 ○市○町 ５

Ｄ地区 ○市 ５

（削除）

学識経験(常勤) 全地区 ３ １

員外監事 １

合 計 ２０ ４

新 旧

別表 ２

上記、別表２に定める理事定数のうち、11名以上は認定農業者及
び実践的能力者とする。
(削除)

また、別表２に定める地区別の理事定数のうち、１名以上は女性
とする。

別表 ２

上記、別表２に定める理事定数のうち、13名以上は認定農業者及
び実践的能力者とする。

また、別表２に定める監事定数のうち、１名以上は員外監事の要
件を満たした者とする。
(追加)

地区・組織
の名称

地区の範囲 理 事 監 事

Ａ地区 ○市○町 ６ １

Ｂ地区 ○市○町 ２ １

Ｃ地区 ○市○町 ６ １

Ｄ地区 ○市 ６ １

女性部 全地区 ２

学識経験(常勤) 全地区 ３ １

（追加）

合 計 ２５ ５

20



５－７．役員選任推薦会議細則の一部改正（抜粋）〈続き２〉

21

新 旧

別紙 １

役員候補者推薦申し合わせ

１．この申し合わせは、役員の定年について定めるものとする。

２．地区選出役員(理事・監事)については、就任(再選による就任を
含む)する日の属する年の４月１日現在において、満年齢が73歳未
満である者とする。

３．員外監事については、就任(再選による就任を含む)する日の属す
る年の4月１日現在において、満年齢が73歳未満である者とする。

４．学識経験役員については、学識経験役員選出内規による。

(追加)

附則：この細則の改正は、令和５年６月の役員選任に係る役員選任
推薦会議より適用する。


